
第７回政策調整会議結果報告 

 

１ 日 時 平成２１年７月６日（月）１３：００～１５：００ 

 

２ 場 所 役場２階 審議室 

 

３ 出席者 

《構成員》田浦副町長、服部総務課長、岡崎保健福祉課長、田中町民生活課

長、北向建設水道課長、前田教育振興課長、伊藤産業振興課長 

《庶 務》石田主幹、新井主任  

 

４ 内 容 

１ 事務事業評価（事後評価）２次評価 

24.広報かみふらの発行事業 

[担当から資料により説明] 

・町民と行政との情報共有を図るために、月２回広報を発行している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ａ、評価→Ｂ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・住民からは、月１回の発行で良いのではという意見がある。（２５日号のお知

らせ版は、代替措置をしっかり講ずることで将来的な廃止についても検討） 

・行政からのだけの情報提供ではなく、地域（特派員）からの記事（住民から

の意見）をとりいれながら、協働のまちづくりの一環として、さらなる情報の

共有についての検討が必要である。 

 

 

25.自治活動推進事業 

[担当から資料により説明] 

・住民自治活動の推進として、補助金及び交付金を交付している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ｂ、公平性→Ａ、評価→Ｂ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・Ｈ２１年度から、自治活動推進するために補助率を上げているが、協働のま

ちづくりを進めていくための事業でもあり、事業の拡大に向けた改善を進める

必要がある。 

 

26.乳幼児医療扶助（町単独事業分）事業 



[担当から資料により説明] 

・３歳未満児及び低所得世帯の就学前児童に対し、医療費の本人負担がなくな

るように助成している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→１年、協働の可能性→不可 

   ・Ｈ２３年９月で終了期限を迎えるが、それ以降の対応について、今後検討が

必要である。Ｈ２２年度に事後評価を行い、検討することとする。 

 

27.優良家庭表彰事業 

・一定期間、医療機関にかからなかった世帯に対し、被保険者の模範となる世

帯として、表彰を実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ｃ、効率性→Ｃ、公平性→Ｃ、評価→Ｅ  

   ・すでに、健康の保持増進啓発としての、事業目的は達成されている。 

 

28.地域生活安全推進事業 

[担当から資料により説明] 

・生活安全推進協議会と町とが協働して、事故や犯罪のない安全な町へむけて

ての推進を図っている。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・政策目標である「身近な安全を確保する地域づくり」には、地道な活動の積

み重ねが重要であり、引き続き継続が必要である。 

   

29.一般廃棄物処理事業 

[担当から資料により説明] 

・リサイクルに関する出前講座などを実施しながら、ごみ総排出量削減を計り

ながら、廃棄物処理を実施している。 

 [２次評価] 

・必要性→Ａ、効率性→Ａ、公平性→Ａ、評価→Ａ  

   ・次回評価時期→３年、協働の可能性→可 

   ・政策目標である「環境への賦課の少ない循環型社会づくり」には、欠かせな

い事業であり、今後も引き続き継続が必要である。 

 


